
〇 第５期障害福祉計画の基本指針においては、現在、地域生活支援拠点等の整備が必ずしも進んでいない状況に鑑み、まずは現行の成果
目標を維持することとしてはどうか。 

 

〇 その上で、平成30年度以降の更なる整備促進を図るため、今後、以下のような取組を実施することとしてはどうか。 
  □ 基本指針（第三 障害福祉計画の作成に関する事項）を見直し、以下のような視点を盛り込む。 
    ① 各地域においてどのような体制を構築するか、目指すべき地域生活支援拠点等の整備方針を検討するため、協議会（障害者総合支援法第89 
     条の３に規定する協議会をいう。）等を十分に活用すること。 
    ② 整備方針を踏まえ、地域生活支援拠点等を障害児者の生活を地域全体で支える核として機能させるためには、運営する上での課題を共有し、    
     関係者への研修を行い、拠点等に関与する全ての機関、人材の有機的な結びつきを強化すること。 
    ③ 整備方針や必要な機能が各地域の実情に適しているか、あるいは課題に対応できるかについて、中長期的に必要な機能を見直し、強化を図る   
     ため、十分に検討・検証すること。 

  □ 地域生活支援拠点等の意義の徹底や、運営方法等について記載した通知を改めて発出。 
  □ 地域生活支援拠点等の整備の状況を踏まえた好事例（優良事例）集の作成、周知。 

 

【成果目標（案）】 平成32年度末までに各市町村又は各圏域に少なくとも一つを整備することを基本とする。 

○ 地域には、障害児者を支える様々な資源が存在し、これまでも各地域の障害福祉計画に基づき整備が進められているところであるが、そ
れらの間の有機的な結びつきが必ずしも十分でないことから、今後、障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、地域が抱える課題に
向き合い、地域で障害児者やその家族が安心して生活するため、緊急時にすぐに相談でき、必要に応じて緊急的な対応が図られる体制とし
て、地域生活支援拠点等の積極的な整備を推進していくことが必要。  

 

〇 地域生活支援拠点等については、第４期障害福祉計画の基本指針において、成果目標として、平成29年度末までに各市町村又は各圏
域に少なくとも一つを整備することを基本。 

 

〇 この間、各市町村等における拠点等の整備の取組を進めるため、「地域生活支援拠点等の整備推進モデル事業」を実施し、その報告書を
全ての自治体に周知するとともに、モデル事業の成果を踏まえた、地域生活支援拠点等の整備に際しての留意点等を通知。また、全国担当
者会議を開催し、モデル事業実施自治体の事例発表、意見交換等を実施。 

 

〇 本年９月時点における拠点等の整備状況をみると、整備済が２０市町村、２圏域。 

③地域生活支援拠点等の整備に向けた取組について 

地域生活支援拠点等の整備に関する基本的考え方等 

成果目標等（案） 

第83回社会保障審議会
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○ 就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援）の利用を経て一般就労へ移
行した者の数については、平成27年度実績で平成24年度実績の約1.7倍（14,176人）となっている。 

 

○ 平成25年度から平成27年度の移行者数の年平均増加数（約1,900人）から推計すると、平成29年度におい
ては、第４期障害福祉計画の基本指針の成果目標である「平成24年度実績の２倍の一般就労への移行者の達
成」をおおよそ満たすことが見込まれる。 

④就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数に関する目標について 

就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数に関する現状について 

目標値 
第１～２期 

（平成18～23年度） 
第３期 

（平成24～26年度） 
第４期 

（平成27～29年度） 
第５期 

（平成30～32年度） 

基本指針 
平成17年度の一般就労への移
行実績の４倍以上 

平成17年度の一般就労への移行
実績の４倍以上 

平成24年度の一般就労への移
行実績の２倍以上 

平成28年度の一般就労への移
行実績の１．５倍以上 

都道府県 
障害福祉計画 

４倍 ４．２倍 ２倍 ― 

○ 第５期障害福祉計画の基本指針においては、今般の傾向等（平成25年度から平成27年度にかけての一般就
労への移行者数の平均増加数の実績（約1,900人））を踏まえつつ、以下のような成果目標としてはどうか。 

 

【成果目標（案）】 
平成32年度末までに平成28年度実績の1.5倍以上の一般就労への移行実績を達成することを基本とす
る。ただし、各市町村及び都道府県において、現在の障害福祉計画で定めた平成29年度末までの移行実績が達成されないと見込まれる場合は、新し

い計画を定める際には、平成29年度末時点で未達成と見込まれる人数を加味して成果目標を設定するものとする。 

成果目標（案） 

（参考）基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値 
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○ 就労移行支援事業の利用者数については、第４期障害福祉計画の基本指針において、平成29年度末における
利用者数を平成25年度末の利用者数（27,840人）の1.6倍以上とする成果目標を掲げているが、平成27年度末
の利用者数は、平成25年度末における利用者数の1.1倍（31,183人）に留まっている。 

 

○ 他の障害福祉サービス（就労継続支援等）から就労移行支援へ移行する者は少数に留まっている。 
 

○ 平成25年度から平成27年度の利用者数の平均増加率が約５％であることから推計すると、平成29年度では、
目標である平成25年度末の利用者数の1.6倍以上（42,540人）の利用者数を達成することは困難と考えられる。 

④就労移行支援の利用者数に関する目標について 

就労移行支援の利用者数に関する現状について 

○ 第５期障害福祉計画の基本指針においては、今般の傾向を踏まえ、平成25年度から平成27年度にかけての
就労移行支援事業の利用者の平均増加率である約５％を基に、以下のような成果目標としてはどうか。 

【成果目標（案）】 
 福祉施設から一般就労への移行の推進のため、平成32年度末における利用者数（サービス等利用
計画案を踏まえて、アセスメント期間（暫定支給決定期間）を設定し、 利用者の最終的な意向確認の
上、就労移行支援の利用が適していると判断された者）が、平成28年度末における利用者数の２割以
上増加することを目指す。ただし、各市町村及び都道府県において、現在の障害福祉計画で定めた平成29年度末までの利用者数の割合

の実績が達成されないと見込まれる場合は、新しい計画を定める際には、平成29年度末時点で未達成と見込まれる人数を加味して成果目標を設定す

るものとする。 

成果目標（案） 

目標値 
第１～２期 

（平成18～23年度） 
第３期 

（平成24～26年度） 
第４期 

（平成27～29年度） 
第５期 

（平成30～32年度） 

基本指針 
福祉施設利用者のうち２割以上
が就労移行支援事業を利用 

福祉施設利用者のうち２割以上が就
労移行支援事業を利用 

就労移行支援事業の利用者数が
平成25年度末における利用者数
の６割以上増加 

就労移行支援事業の利用者数が
平成28年度末における利用者数
の２割以上増加 

都道府県 
障害福祉計画 

７．５％ ８．１％ １．６倍 ― 

（注）福祉施設･･･生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援事業所 

（参考）基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値 
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○ 第４期障害福祉計画の基本指針においては、福祉施設を利用している障害者等の一般就労への移行を推進
するため、就労移行支援事業所のうち、就労移行率（※）が３割以上の事業所を、全体の５割以上とすることを目
指すという成果目標を設定した。 

 
○ しかし、近年は、就労移行率が３割以上である就労移行支援事業所の割合の増加率は停滞している状況にあ
る。（平成25年度：33.1％ 平成26年度：33.1％ 平成27年度：37.6％。） 

 ※ 「就労移行率」とは、ある年度の４月１日時点の就労移行支援事業の利用者数のうち、当該年度中に一般就労へ移行した者の割合を指す。 

④就労移行支援の事業所ごとの移行率に関する目標について 

就労移行支援の利用者数に関する現状について 

○ 第５期障害福祉計画の基本指針の成果目標においては、近年、就労移行率が３割以上である就労移行支援
事業所の割合の増加率が停滞していることに鑑み、第４期障害福祉計画の基本指針での目標値を維持し、以下
のような成果目標としてはどうか。 

 

【成果目標（案）】 
就労移行率が３割以上である就労移行支援事業所を、平成32年度末までに全体の５割以上とするこ
とを目指す。 
 

成果目標（案） 

目標値 
第１～２期 

（平成18～23年度） 
第３期 

（平成24～26年度） 
第４期 

（平成27～29年度） 
第５期 

（平成30～32年度） 

基本指針 － － 
就労移行率が３割以上の就労
移行支援事業所を全体の５割
以上 

就労移行率が３割以上の就労
移行支援事業所を全体の５割
以上 

都道府県 
障害福祉計画 

－ － ５０．２％ － 

（参考）基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値 
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〇 就労移行支援等を利用し、一般就労に移行する障害者が増加している中で、今後、在職障害者の就労に伴
う生活上の支援ニーズは多様化・増加していくものと考えられる。そこで、今般の障害者総合支援法の改正によ
り、障害者就労に伴う生活面の課題に対応できるよう、新たな障害福祉サービスとして、就労定着支援が創設
されたところ。 

④就労定着支援による職場定着率に関する目標について 

６か月後定着率 １年後定着率 

平成２６年度 ８３．９％ ７５．５％ 

平成２７年度 ８４．４％ ７６．５％ 

（参考）障害者就業・生活支援センター 就職者の職場定着率 

就労定着支援の創設について 

〇 第５期障害福祉計画の基本指針においては、障害者の就労定着を推進するため、就労定着支援事業の定
着率に関する成果目標を設定することとしてはどうか。また、障害者就業・生活支援センターを利用して就職し
た者の就職後１年経過時点の職場定着率を参考に、以下の数値目標を設定してはどうか。 

 
【成果目標（案）】 
各年度における就労定着支援による支援開始１年後の職場定着率を８０％とすることを基本とする。 
 

※ また、同事業の効果を検討するため、今後、長期的な定着率も集計することも検討。 

成果目標（案） 

（注１）障害者就業・生活支援センターの支援対象者は、職業生活における自立を図るために就業及びこれに伴う日常生活又は社会生活上の支援を必要とする障害者 

（注２）就労定着支援の支援対象者は、就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障害者で、就労に伴う環境変化により生活面の課題が生じている者を想定 
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〇 先の通常国会において成立した障害者総合支援法及び児童福祉法改正法において、障害児の支援の提供体
制を計画的に確保するため、障害児福祉計画の策定が義務づけられることとなった（従来は努力義務）。また、
障害児福祉計画に係る基本指針は、障害福祉計画に係る基本指針と一体のものとして策定することができるとさ
れている。 

 
〇 このため、次期基本指針に、基本的理念として障害児の健やかな育成のための発達支援に係る記載を盛り込
むとともに、障害児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方や、成果目標その他障害児福祉計画の作成
に関する事項に係る記載を盛り込むこととしてはどうか。 

基本的な考え方 

⑤障害児支援の提供体制の整備等について 

① 現行の基本指針に、障害児福祉計画に係る基本的理念や、障害児支援の提供体制の確保に関する基
本的考え方、障害児福祉計画の作成に関する事項に係る記載を盛り込む。 

 
② 以下のような成果目標を設定することを基本とする。 
 ㈠ 障害児に対する重層的な地域支援体制の構築を目指し、 
    ・ 平成32年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上設置すること 
    ・ 平成32年度末までに、すべての市町村において保育所等訪問支援を利用できる体制を構築すること 
 ㈡ 医療的ニーズへの対応を目指し、 
    ・ 平成32年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイ

サービス事業所を各市町村に少なくとも１カ所以上確保すること 
    ・ 平成30年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、

教育等の関係機関が連携を図るための協議の場を設けること 
 

主なポイント 

第83回社会保障審議会
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〇 都道府県の障害保健福祉圏域別の障害児通所支援及び障害児相談支援の状況をみると、児童発達支援や放課後等デイサー 
  ビス、障害児相談支援の事業所は、ほとんどの圏域において、少なくとも１カ所以上が指定されている状況にある。 
 

〇 しかしながら、児童発達支援を行う事業所のうち、児童発達支援に加え、保育所等訪問支援などの地域支援を行い、障害児支援 
  の中核的な施設となる児童発達支援センターについては、すべての圏域で配置されているという状況に至っていない。 
 

〇 また、保育所等訪問支援についても、すべての圏域で配置されているという状況に至っていない。 
 

   □ 圏域ごとの事業所指定状況 
     ・ 児童発達支援（児童発達支援センターを含む） ９７．４％ 
     ・ 放課後等デイサービス                ９６．９％ 
     ・ 保育所等訪問支援                   ７２．６％ 
     ・ 障害児相談支援                      １００％           ［平成２７年４月１日現在 障害児・発達障害者支援室調べ］ 
     

   □ 圏域ごとの事業所の配置状況 
     ・ 児童発達支援センター  ６５％（保育所等訪問支援を実施している児童発達支援センター ５８％） 
                                                    ［平成２８年４月１日現在 障害児・発達障害者支援室調べ］ 

 

障害児通所支援の現状について 

 
〇 上記の現状を踏まえ、次期基本指針においては、重層的な地域支援体制の構築を目指すため、以下のように成果目標を設定して
はどうか。 

 

  ・児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指すため、平成３２年度末までに、児童発達支援センター 
   を各市町村に少なくとも１カ所以上設置することを基本とする。なお、市町村単独での設置が困難な場合には、関係市町村の協議に

より、圏域で設置することもできるものとする。 
 

  ・地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進するため、各市町村（又は圏域）に設置された児童発達支援センターが保 
   育所等訪問支援を実施するなどにより、平成３２年度末までに、すべての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を 
   構築することを基本とする。 

成果目標（案） 

⑤障害児支援の提供体制の整備等について 
第83回社会保障審議会
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〇 こうした障害児通所支援が整備されたとしても、医療的ニーズの高い重症心身障害児は、一般の障害児通所支援で支援を受けるこ
とは難しい状況にある。このため、重症心身障害児を主に支援する事業所が必要となるが、こうした事業所は少なく、身近な地域で支
援が受けられる状況にはなっていない。 

  □ 主に重症心身障害児の発達支援を行っている事業所の割合 
    ・ 児童発達支援  ２４８カ所（事業所全体の６．３％）        ・ 放課後等デイサービス ３５４カ所（事業所全体の４．１％） 
                                          ［平成２８年５月 国保連データ。重症心身障害児に対し支援を行う場合の単価を算定している事業所数を集計］ 
 

 □ 医療技術の進歩等を背景として、NICU等に長期間入院した後、人工呼吸器等を使用し、たんの吸引などの医療的ケアが必要な障
害児（重症心身障害児のうち医療的ケアが必要な障害児を含む）が増加している。 

    医療的ケア児がそれぞれの地域で適切な支援を受けられるよう、先般の児童福祉法改正において、「地方公共団体は、人工呼吸 
器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児が、その心身の状況に応じた適切な保健、
医療、福祉、その他の各関連分野の支援を受けられるよう、保健、医療、福祉その他の各関連分野の支援を行う機関との連携調整
を行うための体制の整備に関し、必要な措置を講ずるように努めなければならない」と規定されたところである。 

     

   ・ 関係機関の協議の場を設置している自治体・・・大阪府、三重県など 

医療的ニーズへの対応状況について 

〇 上記の現状を踏まえ、次期基本指針においては、以下のように成果目標を設定してはどうか。 
 

 □ 主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保 
   ・重症心身障害児が身近な地域で支援が受けられるように、平成３２年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支   

援事業所及び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１カ所以上確保することを基本とする。なお、市町村単独での
確保が困難な場合には、関係市町村の協議により、圏域で確保することもできるものとする。 

 

 □ 医療的ケア児支援のための保健・医療・障害福祉・保育・教育等の関係機関の協議の場の設置 
   ・医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、平成３０年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健、医療、

障害福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場を設けることを基本とする。なお、市町村単独での設置が困難
な場合には、都道府県の関与の下、関係市町村の協議により、圏域で設置することもできるものとする。 

 

○ 上記に加え、医療的ケア児に対する関係分野の支援を調整するコーディネーターの配置の促進を基本指針に位置づけることとしてはどうか。 
    ・医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、関連分野の支援を調整するコーディネーターとして養成された相談支援専門員等の各 

市町村への配置（市町村単独での配置が困難な場合は圏域での配置も可）促進を図る。 

成果目標等（案） 
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⑤障害児支援の提供体制の整備等について 第83回社会保障審議会
（障害者部会）資料より 
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第一 障害福祉サービス及
び相談支援の提供体制並
びに障害児通所支援等の
確保に関する基本的事項 

第二 障害福祉サービス等及び障害児通所支
援等の提供体制の確保に係る目標（成果目
標） 

第三 障害福祉計画等の作成に関する事項  

第一の一 
基本的理念 
 
①障害者等の
自己決定の
尊重と意思
決定の支援 

②市町村を基
本とした身
近な実施主
体と障害種
別によらな
い一元的な
障 害 福 祉
サービスの
実施等 

③入所等から
地域生活へ
の移行、地
域生活の継
続の支援、
就労支援等
の課題に対
応したサー
ビス提供体
制の整備 

④地域共生社
会の実現に
向けた取組 

⑤障害児の健
やかな育成
のための発
達支援 

第一の二 
障害福祉ｻｰ
ﾋﾞｽの提供
体制の確保
に関する基
本的考え方 
 
①訪問系サー
ビスの保障 

②日中活動系
サービスの
保障 

③ＧＨ等の充
実及び地域
生活支援拠
点等の整備 

④一般就労へ
の移行等の
推進 

  

第一の三 
相談支援の提
供体制確保に
関する基本的
考え方 

第一の四 
障害児支援
の提供体制
の確保に関
する基本的
考え方  

第二の一 
福祉施設の入所者の地域生活への移行 
・地域生活への移行者増 
・施設入所者減 

第二の二  
精神障害者にも対応した地域包括ケアシステ
ムの構築 
・障害保健福祉圏域、市町村ごとの保健・医療・
福祉関係者による協議の場の設置状況 

・精神病床における１年以上長期入院患者数
（65歳以上、65歳未満） 

・精神病床における早期退院率（入院３ヶ月時点、
6か月時点、１年時点） 

第二の三 
地域生活支援拠点等の整備 
・地域生活支援拠点を市町村又は圏域ごとに少な
くとも１拠点整備 

第二の四  
福祉施設から一般就労への移行 
・福祉施設利用者の一般就労移行者数増 
・就労移行支援事業利用者数増 
・就労移行支援事業所ごとの就労移行率上昇 
・就労定着支援による職場定着率 
  

第三の一 
作成に関する基本的事項 
・障害者等の参加 
・地域社会の理解促進 
・総合的な取組 
・障害福祉計画等作成委員
会等の開催 

・関係部局相互間の連携 
・市町村・都道府県の連携 
・障害者等のニーズ等の把
握 

・障害児の子ども・子育て
支援等の利用ニーズの把
握等 

・区域設定（都道府県） 
・住民意見の反映 
・他計画との関係 
・定期的な調査、分析、評
価及び必要な措置 

第三の二 
市町村障害福祉計画等 
・障害福祉サービス等の提供体
制の確保に係る目標 

・障害福祉サービス等の種類ご
との必要な量の見込み、確保方
策、地域生活支援拠点等の整備、
圏域単位での見通し等 

・地域生活支援事業 
・関係機関の連携 

第三の三 
都道府県障害福祉計画等 
・障害福祉サービス等の提供体
制の確保に係る目標 

・障害福祉サービス等の種類ご
との必要な量の見込み、確保方
策 

・障害者支援施設等の必要入所
定員総数 

・質の向上方策（研修、第三者
評価） 

・地域生活支援事業 
・関係機関の連携 

第三の四 
その他 
・計画作成時期 
・計画期間等 
・計画の公表 
 

基本指針案の全体像 
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第四 その他自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な
実施を確保するために必要な事項 

第二の五 
障害児支援の提供体制の整備等 
・児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問
支援の充実 

・主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事
業所及び放課後等デイサービス事業所の確保 

・医療的ケア児支援のための保健・医療・障害福
祉・保育・教育等の関係機関の協議の場の設置 

第四の一 その他自立支援給付及び地域生活支援事業の円
滑な実施を確保するために必要な事項 

・虐待の防止 
・差別の解消 
・利用者の安全確保、研修等の充実 

※赤字下線は、新規又は変更箇所 
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○ 障害者総合支援法の対象疾病（難病等）については、難病の患者に対する医療等に関する
法律および児童福祉法の一部改正法が成立したことに伴う指定難病の検討等を踏まえ、平成26
年８月より平成27年３月にかけて「障害者総合支援法対象疾病検討会」において疾病の要件や
対象疾病の検討を行い、対象疾病を130疾病から332疾病に拡大している。 

 

○ その後の指定難病の検討状況等を踏まえ、今年度に開催予定の障害者総合支援法対象疾
病検討会において、新たに対象となる疾病の検討を行い、本年４月を目途に施行を予定してい
る。 

 

○ 対象となる方（従来から対象となっている方を含む）が必要な障害福祉サービス等を受けるこ
とができるよう、対象疾病が拡大したことなど制度の周知（患者、医療機関、難病相談支援セン
ター等）をお願いしたい。加えて、障害者手帳に該当する状態であれば手帳制度についても説明
するなど、難病等の特性を踏まえたきめ細かい対応や障害担当部局と医療担当部局、就労担当
部局との連携について、引き続きお願いしたい。 

 

○ また、難病患者等に対する障害支援区分の認定に際しての留意点等を、認定業務に携わる
者向けに整理した、「難病患者等に対する認定マニュアル」（平成27年９月改訂版）を配布してい
る。当該マニュアルについては、障害者総合支援法の対象となる疾病の追加等の施行後に改訂
版を配布する予定としており、管内市町村に加え、関係機関等にも周知いただくとともに、本マ
ニュアルを活用した研修会を開催するなど、区分認定の適切な実施にご協力をお願いしたい。 

 

（３）障害者総合支援法の対象疾病（難病等）の見直しについて 
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検討の経過と今後のスケジュール 

 

【第１回】○ 関係団体ヒアリング 
       ・ 一般社団法人 日本難病・疾病団体協議会（ＪＰＡ） 
       ・ 認定ＮＰＯ法人 難病のこども支援全国ネットワーク 
     ○ 検討の進め方 等 
 
【第２回】○ 障害者総合支援法の対象となる難病等の考え方（要件等） 
     ○ 対象疾病の検討（第１次実施分）   
 
 
 
 

【第３回】○ 検討（第２次）の進め方 
     ○ 対象疾病の検討（第２次実施分） 
 
【第４回】○ 対象疾病の検討（第２次実施分） 
 
  
 
 

【第５回】○ 対象疾病の検討（第３次実施分） 
 
 ⇒ その後、パブコメの実施、告示の改正等 

H26.7 「障害者総合支援法対象疾病検討会」の立ち上げ 

H27.1 第１次疾病の実施（１５１疾病） 
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H27.7 

H27.3 

第2次疾病の実施（３３２疾病） 

H29.1予定 

H29.4予定 第3次疾病の実施 
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  指定難病（医療費助成の対象となる難病）の基準を踏まえつつ、障害者総合支援

法の対象となる難病等の要件は以下の通りとされている。   

指定難病の要件 障害者総合支援法における取扱い 

① 発病の機構が明らかでない 要件としない 

② 治療方法が確立していない 要件とする 

③ 患者数が人口の0.1％程度に達しない 要件としない 

④ 長期の療養を必要とするもの 要件とする 

⑤ 診断に関し客観的な指標による一定 
 の基準が定まっていること 

要件とする 

障害者総合支援法の対象疾病の要件 

※他の施策体系が樹立している疾病を除く。 
※疾病の「重症度」は勘案しない。 
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